平成２２年度全日本学生法律討論会　問題

分野【憲法】

問題

将来の電力不足に備えて新技術に基づく発電施設の設置と操業が進められたが、施設の規模が大規模であり、事故の危険性は大きくはなかったが一旦事故が起こったときの被害の甚大性のために、施設の設置を引き受ける市町村が見当たらなかった。有力な候補地となったA県B市内の山林について、Ｂ市市民の多数が反対しB 市市長Cも受入れ拒否の声明を発していた。この発電施設の設置が国会でも問題となり、衆議院議員Dは、予算委員会での質問で、「B市の市民は、国民生活の安定のために不可欠な新発電施設の設置を拒否し、日本国民全体の利益を無視して自分たちのことしか考えておらず、自己中心のエゴイストたちである」と発言した。

(1) このDの発言に対して、B市市長Cは、この発言よってB市およびB市市民が名誉を毀損されたとして、B市を原告として、Dおよび国を被告として、損害賠償の請求をした。この請求は認められるか。

(2) また、衆議院は、Dの発言が懲罰に値すると判断し、Dに対して1週間の登院停止の懲罰を科した。これに対して、Dは、発言は自己の信念に基づいて行ったものであり、それを懲罰に付するのは、憲法51条の免責特権の保障に反するとともに、憲法19条の思想の自由、憲法21条の表現の自由を侵害するとして、懲罰処 分の取消しと損害賠償を求めて出訴し、本件懲罰は人権侵害が争点となっている争訟であるから、憲法81条に基づいて最高裁判所の終局判断がなされなければならないと主張した。このDの主張は認められるか。
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